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1 はじめに 
1．1 下水道事業における経営戦略の意義 

下水道事業は、市民の健康で快適な生活環境を支える都市基盤として、河川等の公

共用水域の水質保全や、降雨時の浸水被害の軽減など多面的な役割を果たしています。

本市下水道事業は昭和25年に運営を開始し、近年は老朽化した施設及び設備の改築や

耐震化などの、下水処理サービスを維持するための事業を行っています。 

特に改築事業については、下水道管きょや処理場施設の一般的な耐用年数が50年、

機器においては25年程度であり、膨大な改築事業費が必要になっています。一方で、

将来的には人口減少により下水料金収入が減少するため、改築事業への投資額が縮小

していく見込みです。 

以上を踏まえ岩見沢市下水道事業経営戦略（以下「本経営戦略」という。）では、

現状の下水道事業を総合的かつ客観的に評価し、課題の改善に向けた重要施策を整理

します。そして、その施策推進における投資計画を策定し、その投資を行った場合の

将来的な経営状況を予測及び評価します。その結果を踏まえて、事業の長期的安定に

向けた財政収支計画を策定し、経営基盤強化と財政マネジメントの向上を目指します。 
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1．2 経営戦略策定の目的と運営 
本市下水道事業は、本市総合計画等の上位計画に基づき運営しています。また、そ

れら上位計画に沿った事業推進のために、中期的な事業概要及び下水道整備状況をま

とめた下水道事業計画や、中期的な改築事業計画である下水道ストックマネジメント

計画を策定しています。これら計画はアウトプットを目標にしたものであり、そのた

めに必要な事業量（アウトカム）とその現実性は、本経営戦略にて評価する必要があ

ります。具体的には、経営戦略にて、これら計画で予定している事業費をもとに将来

的な経営状況を予測します。これにより費用面から見た計画の妥当性を評価できます。

さらにその評価を計画に反映させることで、計画上の事業量を適切に設定することが

できます。なお、本経営戦略では平成22年策定の下水道ビジョンに対する進捗評価を

行い、それを踏まえた投資計画を策定しています。 

総務省からの通達により、経営戦略は計画期間を10年程度にする必要があります。

本経営戦略では、公共下水道を対象として、長期的な経営の安定に向けた施策の中期

計画（令和3年度から令和12年度までの10年間）を策定します。また、10年の間にも事

業の進捗によって経営状況は変動するため、計画期間半ばでPDCAサイクルにより計画

の見直しを行います。具体的には令和7年度に、施策の進捗状況の評価（C）を行いま

す。そこで浮き出た課題に対して検討を行い、計画の見直し（A）を図ります。そして

残り5年間における施策計画を改めて策定し（P）、施策を推進します（D）。 

 

 
図 下水道事業経営戦略の位置づけと運営  
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2 本市下水道事業の概要 
本市における下水道整備は、北海道内では札幌市、函館市に続き3番目に古い昭和

25年に市街地の浸水対策を目的として着手しました。昭和48年に南光園処理場供用開

始による水洗化を開始して以降、町の中心部から周辺市街地へ整備を進め、現在では、

水洗化率が約99％となり、汚水処理施設の整備は概成している状態です。下水処理場

は、南光園処理場、幌向終末処理場、栗沢下水道管理センターの3処理場を運営してい

ます。近年では老朽化した施設の改築や南光園処理場の水処理施設における処理能力

の向上を目指した担体投入を実施しています。また、広域化・共同化事業の一環とし

て、し尿処理施設である文向台衛生センターを廃止し、南光園処理場MICS（旧汚水処

理施設共同整備事業）施設でし尿及び浄化槽汚泥の受け入れを行っています。 

 

2．1 汚水処理の普及状況 
本市下水道事業では3処理区に分割して汚水処理を行っており、本市最大の市街地

を岩見沢処理区（2,776ha）、その他の市街地を幌向処理区（169ha）と栗沢処理区（182ha）

で受け持っています。各処理区における水洗化率はいずれも95％越えと概成している

状況です。なお、公共下水道以外の汚水処理は農業集落排水事業と合併浄化槽により

行っています。 

 

表 公共下水道処理区域の概要（令和元年度） 

処理区名 岩見沢 幌向 栗沢 

区域面積(ha) 2,776 169 182 

区域内人口(人) 62,529 4,737 2,707 

水洗化率(%) 99.2 99.3 96.9 
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2．2 施設の現況 
公共下水道施設として3つの処理場を有しており、運転年数が最も長い南光園処理

場にて、本市における大部分の下水を処理しています。 

 

表 処理場概要 

 

 

 
図 下水道事業区域図 

 

 

  

処理場名 南光園処理場 幌向終末処理場 
栗沢下水道 

管理センター 

住所 10条西23丁目 幌向町489番地 栗沢町砺波305番地1 

建設年次 1973 1995 1990 

計画処理汚水量 

(㎥／日) 
52,524 3,332 2,375 
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2．3 料金の現況 
参考に、お客様のご家庭で1か月に20㎥使用した場合、下水道料金は、3,161円にな

ります。 

 

ご家庭で1か月に20㎥使用した場合の下水道料金 

基本料金964円＋超過料金(20㎥－7㎥)×169円/㎥＝3,161円（税抜） 

 

表 料金表（税抜） 

用 途 
基本料金（1か月） 

超過料金 
水 量 料 金 

家事用 7㎥まで 964円 
169円/㎥（8～20㎥） 

213円/㎥（21㎥～） 

業務用 10㎥まで 1,828円 
245円/㎥（11～50㎥） 

321円/㎥（51㎥～） 

浴場用 100㎥まで 2,000円 20円/㎥ 

 

 

料金収入で賄っている費用は以下のとおりです。いただいた料金収入は職員給与や

処理場運転に関わる維持管理費のほか、施設の改築事業などの一部に使用しています。 

 

表 料金収入でまかなっている費用 

費用分類 費用内訳 費用概要 

維持管理費 

管きょ費 職員給与費、動力費、電気料、

修繕費、材料費、薬品費、委託

料等 

ポンプ場費 

処理場費 

その他 

資本費 地方債元利償還金のうち汚水処理に関する費用 － 
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2．4 組織の現況と見通し 
本市の下水道事業は「水道部」が運営しています。 

水道部には業務課、水道課及び下水道課があり、下水道事業のうち施策推進につい

ては主に下水道課が対応しています。 

 

表 組織体制、担当業務 

部 課 係 担当業務の概要 

水 

 

道 

 

部 

業務課 

管理係 
水道部の主管係として、各関係部局との調整や物品の購入、資産

の取得・管理・処分等の事務を担当 

財務経理係 

上水道事業と下水道事業(農業集落排水事業を含む)の予算・決

算事務、出納事務、各事業経営についての調査や財政計画作成等

の事務を担当 

営業係 

水道メーターの検針や水道料金・下水道使用料の賦課と徴収の

事務を担当（平成23年度から水道メーターの検針、料金等の徴収

業務は民間委託） 

水道課 

水道事業係 

水道施設の整備計画や維持管理を行っており、古くなった水道

本管の入れ替え工事や路上における水道本管の故障修繕などを

担当 

給水係 
法律に基づいた水道メーターの8年ごとの交換業務、新築住宅な

どの給水装置の審査などを担当 

下水道課 下水道事業係 
皆さんが使用された下水を流す管、マンホールや下水を浄化す

る下水処理場の建設、維持管理を担当 

 

 

下水道事業を担当する職員は、下水道会計に係る一般の損益勘定の職員3名、主に

工事に対応している資本勘定の職員4名の合計7名です。 

本市の下水道事業は、前述したとおり膨大な施設を抱えているため、適切な事業運

営のために現況の職員規模を最低限維持する必要があります。 
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2．5 これまでの主な経営健全化の取組 
本市公共下水道では、3 つある処理場のうち、南光園処理場と幌向終末処理場の下

水汚泥を共同処理しており、処理のための施設や人件費の削減を行っています。残る

栗沢下水道管理センターについても同様に共同処理する予定です。また、その共同処

理した下水汚泥は農業用肥料として近隣農業従事者に無料で提供しており、下水汚泥

の処理にかかる費用を削減しています。 

加えて、下水汚泥の処理過程で発生する消化ガスを処理設備の動力として使用する

ことで、燃料費用の削減を行っています。この下水汚泥の農業用肥料としての利用と、

消化ガスの燃料としての利用は、国土交通省が推し進めている「下水道資源の活用」

にあたるものであり、経費削減だけでなく、環境保全にも助力しています。 
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2．6 経営比較分析表等を活用した現況分析 
本節では、総務省が公表する経営比較分析表1を用いて、「経営の健全性・効率性」

及び「老朽化の状況」を分析します。経営状況は事業規模により大きく異なるため、

類似事業体（以下「類似団体」という。）との比較により、各種経営指標を客観的に

評価します。類似団体は処理区域内人口密度と供用開始後年数で区分けされます。本

市下水道事業の類似団体は、室蘭市や千歳市などの全国132の事業体です2。 

経営比較分析表から評価した現況分析の総括としては、ほとんどの指標で類似団体

平均より優れていることから、健全かつ安定的な経営であると判断できます。しかし

今後は、施設の老朽化に伴う維持管理費の増加や、人口減少等による料金収入の減少

が見込まれることから、経営の健全性の維持に向けた取り組みが重要になります。以

下に、経営比較分析表の各種指標を示します。 

 

（1）経営の健全性・効率性 

●経常収支比率 

経営の健全性・効率性の指標の一つである「経常収支比率」は、類似団体平均を上

回るとともに、100％以上となっていることから、収支は健全な水準にあります。 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 経常収支比率 

 

 

 

 

  

                         
1
 経営比較分析表：下水道事業等の公営企業の経営指標について、総務省が数値及びグラフを作成

し、全国平均及び類似団体平均との比較を可視化しています。 
2
 類似団体：本市水道事業は処理区域内人口が 3 万人以上、10 万人未満の区分に属し、道内 10 事業体

（室蘭市、本市、網走市、稚内市、千歳市、滝川市、恵庭市、北広島市、石狩市、音更町）を含む全

国の 132 事業体が対象となっています。 
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●累積欠損比率 

「累積欠損比率」は、営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、

前年度からの繰越利益剰余金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積

した損失のこと）の状況を表す指標です。 

累積欠損金は発生していないため0％であり、健全な状態にあります。 

 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 累積欠損比率 

 

●流動比率 

短期的な債務に対する支払能力を表す指標「流動比率」は、毎年類似団体平均を上

回っており、かつ100％以上を維持していることから、短期債務に対する支払い能力

には問題ないものと考えられます。 

 

 

■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 流動比率  
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●企業債残高対事業規模比率 

「企業債残高対事業規模比率」は、料金収入に対する企業債残高の割合であり、企

業債残高の規模を表す指標です。 

本市下水道事業の企業債残高対事業規模比率は、類似団体平均を下回っており、本

市の下水道事業規模に対して適切な起債規模を維持することができています。 

 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 企業債残高対事業規模比率 

 

●経費回収率 

「経費回収率」は、下水処理費用が料金収入でどの程度でまかなえているかを表し

た指標です。 

本市下水道事業では、近年継続して100％を上回っています。ただ、今後数十年間は

膨大な改築事業を行う必要があり、健全な下水道事業運営を継続するために計画的に

貯蓄していくことが重要だと考えています。 

 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 経費回収率  
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●汚水処理原価 

「汚水処理原価」は、1㎥の下水を処理するのに、どれだけの費用がかかっているか

を表す指標です。 

平成26年度以降、本市の汚水処理原価は上昇傾向にありますが、類似団体よりも低

コストで処理を行っています。 

汚水処理原価の上昇は、人口減少などにより有収水量の減少が続く中、老朽化した

施設・設備の維持管理費が増加していることが原因となっています。 

 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 汚水処理原価 

 

●施設利用率 

「施設利用率」は、処理能力に対する平均処理水量の割合であり、施設の利用状況

や適正規模を判断する指標です。 

本市の施設利用率は類似団体平均を上回っており、適正規模での処理を行うことが

できています。南光園処理場においては、処理水量の減少を受け、一部施設の撤去を

行うなど、施設利用率向上を目指した事業を行っています。 
 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 施設利用率 
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●水洗化率 

「水洗化率」は、下水処理区における汚水処理人口の割合です。 

本市下水道事業の水洗化率は、類似団体平均を上回っており、99％超えと概成して

いる状況です。この概成した処理設備を適切に維持することが現状の大きな目標です。 

 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 水洗化率 

 

（2）老朽化の状況 

●有形固定資産減価償却率 

「有形固定資産減価償却率」は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がど

の程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合を示しています。一般的に、数

値が高いほど法定耐用年数に近い資産が多いことを示し、将来の施設の更新等の必要

性を推測することができると考えられます。 

本市下水道事業では、有形固定資産減価償却率が類似団体平均を上回っており、老

朽化が進行していることが分かります。現在はストックマネジメント計画を策定し、

施設の重要度や経過年数を考慮することで、効率的かつ効果的な改築事業を推進して

います。 

 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 有形固定資産減価償却率  



 

13 

 

●管路老朽化率 

「管路老朽化率」は、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標です。 

管路の法定耐用年数は管の材質や直径にかかわらず50年とされていますが、50年以

内でも不具合を起こす場合もありますし、地質条件などによっては80年を経過しても

使用に耐えている場合もあります。 

本市の下水道事業は、管路老朽化率が類似団体平均を上回り、耐用年数を経過した

管路が多くなっています。 

現在はストックマネジメント計画を策定し、管路の使用状況や経過年数、埋設環境

を考慮することで、効率的かつ効果的な改築事業を推進しています。 

 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 管路経年化率 

 

 

●管路改善率 

「管路改善率」は当該年度に改築した管路延長の割合を表す指標で、管路の改築ペ

ースや状況を把握できます。 

本市下水道事業では、下水処理サービス維持が下水道の最大の役割と考えています。

そのため、老朽化が進行している処理場の改築事業や耐震補強事業を優先的に行って

おり、管路改善率が類似事業体平均より低くなっています。 

 

 
■：類似団体平均値 ■：当該値（本市） 

図 管路更新率  
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3 下水道中期ビジョンに基づく施策の実施状況 
本市下水道事業を、過去に策定した下水道中期ビジョンの推進状況を基に評価しま

す。下水道中期ビジョンでは、平成22年度から令和元年度（平成31年度）における事

業目標を設定し、目標達成に向けた施策計画を策定しています。各施策の実施状況を

以下に記載します。 

 

表 下水道中期ビジョンの推進状況(1/2) 
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表 下水道中期ビジョンの推進状況(2/2) 
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3．1 安心・安全の確保 
（1）浸水 

●当初の課題 

地球温暖化の進行により、局所的集中豪雨が全国各地で多発しています。これは比

較的降雨量が少なかった北海道においても同様であり、マンホールからの下水があふ

れるなど、下水道施設への被害も報告されています。そのため、本市においても内水

による浸水被害軽減に向けた対策を行う必要があります。 

 

●施策の進捗状況 

近年の局所的集中豪雨により本市においても、内水被害が度々発生しました。 

 

表 直近10年間の内水被害件数 

単位：件 

被害概要 平成24年度 平成27年度 令和元年度 直近10年間合計 

床上浸水 4 0 0 4 

床下浸水 63 0 5 68 

通行止め － 12 6 183 

 

このような内水被害の軽減に向けた対策として、10年前（ビジョン策定時）は雨水

管の整備を計画していました。 

 

●施策のアウトカムと今後の方針 

ビジョン策定時に予定していた雨水管の整備は完了しました。今後は利根別川の河

川改修の進捗に合わせて整備を拡大していく予定です。 

また、近年は大雨による被害が全国的に発生しています。被害が大きい地域では、

洪水等の外水により下水処理場が一時的に機能停止しました。これを受けて国土交通

省は全国の下水道事業団体に対し、耐水化計画を策定するよう促しています。今後、

本市下水道事業でも耐水化計画を策定し、外水及び内水に対する段階的なハード対策

の中期目標を明確化します。 

 

表 施策目標と達成度評価 

 

                         
3
 平成 24 年度の通行止め発生件数は不明 
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（2）地震 

●当初の課題 

本市における想定最大地震は石狩低地東縁断層帯主部（北）を震源とする震度6強

の地震です。この地震が発生した場合においても、市街地から下水を排除し、それを

適切に処理するためには管きょの耐震化が必要です。しかし、本市の下水道管きょ延

長は膨大であり、限りある事業費でそれらすべてを耐震化することは現実的ではあり

ません。 

 

●施策の進捗状況 

本市下水道事業では、埋設環境や社会的な影響の大きさを考慮して耐震化上の重要

な管きょを選定することで、効率的かつ効果的に耐震化事業を推進しました。ただし、

当初の想定よりも処理場設備の老朽化による不具合が多発したため、下水処理サービ

ス維持のために管きょの耐震化の整備よりも処理場設備の改築事業を優先させまし

た。 

また、耐震化事業としては改築事業と合わせて南光園処理場管理棟を耐震補強する

ことで効率的な施設の耐震化を行いました。そのほか幌向終末処理場と栗沢下水道管

理センターの管理棟、南光園処理場の汚泥棟においても耐震診断を行い、今後の改築

事業と合わせた耐震補強工事を検討しています。 

 

 
図 耐震及び改築事業上の重要施設 
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●施策のアウトカムと今後の方針 

下水道中期ビジョン計画期間内で、地震により管路の重要施設が機能停止すること

はありませんでした。しかし、本市の下水道管路施設は膨大であり、事業費も限りが

あるため、改築工事と合わせて効率的に耐震化を推進していきます。 

 

表 施策目標と達成度評価 
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（3）水質 

●当初の課題 

処理場からの放流水の水質（計画放流水質）は、各処理場の放流先水域における環

境基準に基づいて定めています。水環境を保全することは下水道の大きな役割の1つ

であるため、処理場の適正な維持管理による計画放流水質の遵守が必須です。 

 

●施策の進捗状況 

各処理場における計画放流水質は以下のとおりです。いずれの処理場においても実

績最大放流水質は計画放流水質を下回っており、適切な処理を継続できているといえ

ます。 

 

●施策のアウトカムと今後の方針 

本施策により、下水道中期ビジョン計画期間内で、放流先である公共用水域の水質

が悪化することはありませんでした。しかし、計画放流水質基準の遵守は下水道処理

サービスの基本的な項目であるため、今後も適切な下水処理を継続することが重要で

す。 

 

表 計画放流水質基準と実績最大放流水質（令和元年度） 

処理区 処理場名 放流先 
計画放流水質基

準 

実績最大放流水質 

BOD SS 

岩見沢 南光園STP 利根別川 
BOD：15mg/L 

SS：40mg/L 

9.0mg/L 10.0mg/L 

幌向 幌向STP 旧幌向川 10.0mg/L 14.0mg/L 

栗沢 栗沢STP 清真布川 2.7mg/L 2.4mg/L 

 

 

表 施策目標と達成度評価 
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3．2 良好な自然環境の創造 
（1）下水道資源の活用 

●当初の課題 

下水処理の過程で発生する下水汚泥は、リンなどの栄養素や有機分を豊富に含んだ

優れた下水道資源です。しかし、全国的には下水汚泥に含まれるバイオマスの約66％

が活用されず廃棄されています。国土交通省はこの下水道資源の活用を全国に促して

おり、本市においても下水道資源の活用を取り組むべき施策としています。 

 

●施策の進捗状況 

本市下水道事業においては、下水汚泥を農地肥料として無償提供しており、平成27

年度には岩見沢市地区汚泥利用組合が国土交通大臣賞（循環のみち下水道賞ネクサス

部門）を受賞しました。また南光園処理場においては、下水汚泥の処理過程で発生す

る消化ガスをボイラーの燃料として使用しています。 

 

●施策のアウトカムと今後の方針 

本施策により、本市の農業事業に貢献すると共に、下水汚泥の処分費用を抑えるこ

とができました。今後も本施策を継続することで、住民の皆様とともにエコロジーな

下水道事業運営を目指します。 

 

表 施策目標と達成度評価 
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3．3 快適で活力ある暮らしの実現 
（1）民間開発の活用 

●当初の課題 

南光園処理場の水処理施設において、汚泥の沈降性が悪くなり、それにより後段の

水処理施設で悪影響が生じる可能性がありました。 

 

●施策の進捗状況 

下水処理方式を変更し、民間が開発した担体利用下水高度処理システムを導入しま

した。本処理方式は、処理水槽にBio-Tubeという微少な凹凸のある担体を投入し、下

水処理に必要な微生物を高濃度に固着させることにより、高効率、低コスト、省スペ

ースの下水処理を可能にします。 

 

●施策のアウトカムと今後の方針 

本施策により、汚泥の沈降性が良くなり、さらに汚水処理原価も低減しました。現

状、このような民間開発を導入する必要性はありませんが、改築や耐震事業を行う際

には、導入の可能性を検討して、より低コストでの下水処理を目指します。 

 

表 施策目標と達成度評価 
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（2）水洗化 

●当初の課題 

 下水処理区域内の汚水はすべて公共下水道事業で管理する必要があるため、住民の

皆様に公共下水道への下水管接続を行っていただく必要があります。平成20年度末に

おいては水洗化率が97.9％でした。 

 

●施策の進捗状況 

本市の最上位計画である第6期岩見沢市総合計画にて、水洗化率向上を重要施策と

して掲げることで、住民の皆様に向けて下水道管接続の重要性を公示しました。 

 

●施策のアウトカムと今後の方針 

本施策により、水洗化率が約99％と1.2ポイント向上し、下水道中期ビジョン策定

時の中期目標を達成しました。100％を目指して今後も施策を継続していきます。 

 

表 施策目標と達成度評価 
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（3）処理水の再利用 

●当初の課題 

下水処理場に集まる下水は年中ある程度高い水温があるため、冬期においてはこの

熱エネルギーを活用して融雪を行うなどの省エネルギーな取組が可能です。地球温暖

化や日本の主な発電源である原子力発電所の危険性などから、近年カーボンニュート

ラルな下水道資産が注目されています。 

 

●施策の進捗状況 

下水道ビジョンの策定当初は、本市が日本有数の豪雪地帯であることから、下水熱

を場内の融雪に利用することを考えていました。ただし現在は、冬期に限られる融雪

利用ではなく、年間を通して処理水を活用できる南光園処理場の脱水機とガスタンク、

同処理場MICS施設の脱臭装置で処理水を再利用しています。ガスタンクにおいては、

処理水の持つ下水熱を利用することで、冬期における配管の凍結を防いでいます。 

 

●施策のアウトカムと今後の方針 

処理水の再利用を継続させることで、水道料金と電気料の節約はもちろん、地球環

境の保全に寄与します。 

 

表 施策目標と達成度評価 
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3．4 開かれた事業運営 
（1）施設の老朽化 

●当初の課題 

本市下水道事業では昭和48年に下水処理をスタートし、これまで47年間下水処理サ

ービスを行ってきました。処理場にある設備は、下水処理に必要なポンプやブロアな

どの機器設備や、処理場の照明や扉などの建築付帯設備、それらを動かす電気設備、

それらを収納する躯体などの土木・建築設備があります。これら設備は躯体の法定耐

用年数が50年以外は、15年から30年程度を法定耐用年数としているものがほとんどで

す。限りある事業費それらですべてを改築することは現実的ではありません。 

 

●施策の進捗状況 

処理場の設備をすべて把握することで計画的な改築を目指した長寿命化計画を平

成25年度に策定しました。その後、国土交通省の動向に合わせて、長寿命化計画の改

訂版であるストックマネジメント計画を平成30年度に策定しました。ストックマネジ

メント計画では、本市すべての下水道施設を把握し、改築する上での優先順位を設定

しました。さらに、本計画策定時には、今後100年間における施設の劣化予測とその改

築にかかる費用予測を行い、効率的、効果的、持続的な改築計画となっています。 

 

表 ストックマネジメント計画による改築事業費削減額4 

施設名 コスト縮減額 試算の対象期間 

管路施設 931百万円/年 50年 

処理場・ポンプ場施設 168百万円/年 50年 

全施設 1,099百万円/年 50年 

 

  

                         
4
 岩見沢市下水道ストックマネジメント計画書より 
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●施策のアウトカムと今後の方針 

本施策により、機器の老朽化による処理機能の停止は起こりませんでした。第1期

ストックマネジメント計画は令和5年度末までを計画期間としており、令和6年度から

5年間は、設備の故障や施設の耐震化等を考慮して改訂した第2期計画に沿って改築事

業を推進します。 

 

表 施策目標と達成度評価 

 
  



 

26 

 

（2）処理場運営の民間委託 

●当初の課題 

処理場の運営の一部を民間委託して下水処理や設備の更新において民間の知見を

活用することで、経費削減となる場合があります。下水道中期ビジョン策定時には、

国土交通省が全国下水道事業に対して検討を促していましたので、本市においても検

討する計画としていました。 

 

●施策の進捗状況 

本市下水道事業では、公共下水道3施設とポンプ場3施設を対象として、処理場の運

営の民間委託の検討を行いました。本市下水道事業係職員に、処理場の運営にかかる

時間をアンケート調査し、そこから運営費用を算出して、運営を委託した場合の委託

費用との比較を行い、民間委託の可能性を検討しました。 

 

●施策のアウトカムと今後の方針 

処理場及びポンプ場については、民間委託により削減できるコストよりも委託費が

大きくなり、さらに、委託することへのリスク及び定期的な履行監視等の負担を考慮

すると、現状の維持管理のみの契約が有利という検討結果になりました。そのため、

今後も処理場の改築や下水道使用料の収集などの運営は本市下水道事業係が行い、処

理場の維持管理を民間に委託する方針です。 

一方、管路施設については包括的民間委託を導入しました。また、本下水道事業で

はないですが、農業集落排水事業についても今後、包括的民間委託を導入する予定で

す。 

 

表 施策目標と達成度評価 
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（3）処理施設の合理化・統合化 

●当初の課題 

人口減少により処理場の建設当初よりも流入水量が減少し、現状の流入水量に対し

て施設が過大になるという問題が全国的に生じています。本市においても人口減少は

例外でないため、処理場の合理化及び統合化の検討が必要でした。 

 

●施策の進捗状況 

合理化としては、南光園処理場にて、近年の流入水量及び将来的な流入水量の減少

を考慮して、一部の水処理施設を廃止しました。 

統合化としては、文向台し尿処理施設を廃止し、現在は南光園処理場のMICS施設に

て、し尿及び浄化槽汚泥を受け入れて処理しています。また、流入水量減少と設備の

老朽化を考慮した幌向北終末処理場の存続検討を行い、将来的に幌向終末処理場と統

合する方針としています。また、現在は幌向終末処理場の下水汚泥を南光園処理場へ

と運送し、共同処理を行っています。 

 

●施策のアウトカムと今後の方針 

合理化、統合化共に、検討だけでなく工事も行っており、維持管理費用を削減する

ことができました。 

今後は栗沢下水道管理センターについても、幌向終末処理場と同様に、下水汚泥を

南光園処理場に運送し、共同処理する予定です。また、幌向終末処理場と栗沢下水道

管理センターの監視システムを南光園処理場で集中管理することを予定しています。

これにより、さらなる維持管理費用の削減を可能にします。 

 

表 施策目標と達成度評価 
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4 将来像の設定 
3章にて本市下水道事業の課題を整理しましたが、本章では課題の解決に向けた施

策をおこなう上での基本理念及び基本方針を設定します。 

 

4．1 基本理念 
本市下水道事業は、人口減少により料金収入が減少傾向にある一方、老朽化が進む

施設の改築や、洪水や地震といった自然災害に対する投資の必要性が高まっていると

いう難しい状況下にあります。 

この状況下においても下水道サービスを継続させるために、本市下水道事業では、

「地域を支える持続可能な下水道～快適な居住環境の持続的な保全を目指して～」を

基本理念として、半永久的かつ高品質な下水道サービスの提供と、お客様から信頼さ

れ続ける事業運営を目指します。 

 

 

地域を支える持続可能な下水道 
～ 快適な居住環境の持続的な保全を目指して ～ 

 

 

4．2 基本方針 
基本理念を具現化する基本方針として、「【快適】下水の排除と適切な処理」、「【持

続】処理施設の強靱化と事業の健全な経営」の2つを掲げます。 

住民の皆様の快適な居住環境を支えるために、「【快適】市街地からの下水の排除

と、適切な処理」を実施し、そのサービスを持続させるために、「【持続】老朽化し

た処理施設の改築や自然災害に対する施設の強靱化、処理コストの低減化、健全でク

リアな事業経営」を推進するべきであると考えます。 
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4．3 具体的な施策 
基本方針に基づき、今後10年間において実施する施策を整理します。 

 

（1）下水の排除と適切な処理【快適】 

住民の皆様の快適な居住環境を支えるために、下水道事業としては、下水を市街地

から排除し、適切に処理を行ったうえで公共用水域へと放流します。 

 

 

●浸水対策の推進 

近年全国的に多発している局所的集中豪雨に

より、下水道施設が一時的に機能停止するとい

った被害が報告されています。そこで本市下水

道事業では耐水化計画を策定します。耐水化計

画では、処理場やポンプ場における外水（洪水）

を整理して、段階的なハード対策を検討します。

これにより局所的集中豪雨発生時においても、

市街地からの下水の排除及び処理を継続しま

す。 

 

 

 

●水洗化の促進 

処理区域内の水洗化率の向上を図り、市街地で

発生する汚水を本市下水道事業で一括管理する

ことで、住民の皆様へ、下水処理に対する安心感

を保証します。 

 

 

 

 

 

●水質基準の遵守 

水質基準を遵守した処理を継続し、かつ、定期的

に計画放流水質の調査を行うことで、今後も公共用

水域の保全に努めます。 
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（2）処理施設の強靱化と事業の健全な経営【持続】 

住民の皆様に下水処理サービスを提供し続けるために、処理機能を維持し、下水道

資源を活用した低コスト処理、健全な事業経営を実施します。 

 

●処理設備の効率的な改築 

限られた事業費で処理設備（処理場・ポンプ場

及び管路施設）の改築を推進するために、本市下

水道事業ではストックマネジメント計画を策定

しています。ストックマネジメント計画では、本

市の下水処理に関わる資産をすべて把握したう

えで、それら資産を処理機能維持の観点から優

先順位づけします。そのうえで、将来的な下水処

理量を予測し、設備のダウンサイジングを検討

した上で、効果的かつ効率的な改築スケジュー

ルを策定し、改築事業を推進しています。今後も

このストックマネジメント計画に沿って、可能 

な限り低コストでの改築事業を推進します。 

 

 

 

 

●処理施設の耐震化 

本市下水道施設は、下水道の耐震設計基準が改

定された平成9年以前に建設されたものが多いで

す。本市は、石狩低地東縁断層帯主部（北）を震

源とした地震が発生した場合、最大で震度6強の

揺れが生じると想定されています。そのような場

合においても、市街地の汚水を処理場に流下さ

せ、住民の皆様の健康的な生活を保護するため

に、処理場の耐震化を推進します。施設の耐震化

においては、処理機能維持の観点から各施設（処

理場・ポンプ場及び管路施設）を優先順位づけし、 

ストックマネジメント計画における改築スケジュ 

ールとの連携をはかることで効率的なで耐震化を 

実施していきます。 
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●健全な事業運営 

本市下水道事業の現在の経営状況は、経費回

収率が100％以上であり、比較的健全です。しか

し、下水処理施設や管きょの老朽化が進行する

と莫大な改築事業費が必要となります。そのた

め、現在の低コストな下水処理の継続はもちろ

ん、長期的に健全な事業運営を行います。 

 

 

 

 

●下水処理の広域化・共同化 

本市公共下水道事業では下水処理場を3

施設有しており、それら施設を集中管理す

ることで維持管理費の削減を図ります。ま

た、下水汚泥を南光園処理場に集約し、下

水汚泥の再利用を推進すると共に、処理費

用の削減を図ります。 

 

 

 

 

●下水道資源の活用 

限られた事業費を効果的に活用するために、下水汚

泥の処分費削減や有効活用による事業費削減を目指

します。本市では現在、農業用肥料やボイラーの燃料

として下水汚泥や消化ガス活用しており、今後もこれ

を継続します。 
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4．4  施策のアウトプット・アウトカム目標 
計画最終年度末における各種施策のアウトカム目標を設定し、目標達成に向けた取

組目標としてアウトプット目標を設定します。各種施策の目標は数値化することで、

計画見直しの際の定量的な評価を可能にしています。 

アウトプット・アウトカム目標の概要は以下に記載します。なお、「4．3 具体的

な施策」と「4．4  施策のアウトプット・アウトカム目標」を表に整理しています。 

 

「浸水対策の推進」については、耐水化計画を策定してハード対策を推進すること

で、局所的集中豪雨発生時においても下水処理サービスを継続します。 

「水洗化の促進」については、本市の公共下水道処理区域においては概成している

ものの、100％には到達していないため、本市ホームページで下水道への接続を呼び

かけることで、水洗化率の向上を目指します。 

「水質基準の遵守」については、水質基準を遵守した処理を継続し、かつ、定期的

に計画放流水質の調査を行うことで、水質基準を100％遵守した処理水の放流を行い

ます。 

 

「処理設備の効率的な改築」については、ストックマネジメント計画に沿って改築

事業を継続していくことで、設備の故障による処理機能の停止の予防と設備のダウン

サイジングを推進します 

「処理施設の耐震化」については、本市下水道事業では令和3年度末までに南光園

処理場管理棟の耐震化を予定しており、その後はストックマネジメント計画の改築事

業に合わせて耐震化を推進する方針としています。これにより地震発生時における人

命の確保を目指します。 

「健全な事業運営」については、類似団体と比較しても低コストである本市の下水

処理の継続と、経営戦略策定による長期に安定的な事業運営を目指します。これによ

り、人口減少により汚水処理原価が上昇したとしても経費回収率100％以上の維持が

可能であると考えます。 

「下水処理の広域化・共同化」については、本市公共下水処理場3施設における下

水処理の一部（監視と汚泥処理）を南光園処理場に統合させることで、維持管理費の

削減と下水汚泥の再利用量増加を目指します。 

「下水道資源の活用」については、農業用肥料やボイラーの燃料としての下水汚泥

と消化ガスの再利用を継続することで、下水汚泥の再利用率100％を維持させること

が可能であると考えています。 
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表 施策のアウトプット・アウトカム目標（1／2） 
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表 施策のアウトプット・アウトカム目標（2／2） 

 
  



 

35 

 

4．5 施策の優先順位 
「4．3 具体的な施策」にて記載した施策を限られた事業費で推進するために、「水

質基準の遵守」「処理設備の効率的な改築」を特に重要な施策として中心的に推し進

めます。 

「水質基準の遵守」は、下水処理サービスのアウトプットとして最も重要な要素で

あるため、今後も継続すべき重要な施策です。 

「処理設備の効率的な改築」は、下水処理サービスの持続のために重要な要素であ

り、全国的にも下水道事業において処理設備の改築が事業費の大部分を占めています。 

 

 

 
※凡例 ★：特に重要な施策 

図 「基本理念～基本方針～具体的な施策」のつながり 
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5 投資、財政収支計画 
5．1 経営の基本方針 

通常の維持管理については、これまで通り、低コストの下水処理を継続させます。

新規の施策については、施策の優先順位に基づき投資額を決定し、適切なタイミング

で施策を推進します。その結果、長期的に財政収支が厳しくなるようであれば、投資

のタイミング及び規模を再検討し、下水道事業を持続させる方法を模索します。 

 

5．2 投資計画 
（1）膨大な投資が必要な施策 

8つの施策のうち、工事費または委託費が生じる施策は、「浸水対策の推進」「処理

設備の効率的な改築」「処理施設の耐震化」「健全な事業運営」「下水処理の広域化・

共同化」です。このうち、「4．5 施策の優先順位」にて「処理設備の効率的な改築」

を最優先施策として設定しました。そのため、「処理設備の効率的な改築」に大部分

の事業費を割り当て、それ以外の施策については、事業費に余裕があるタイミングで

施策を推進する方針とします。 

なお、本計画期間以降（令和13年度以降）については、ストックマネジメント計画

の最適シナリオ額：682百万円を事業費として計上します。 

 

（2）投資額の決定 

●浸水対策の推進 

耐水化計画は令和3年度策定予定です。一方、ハード対策に必要な事業費は、タイミ

ングと規模を耐水化計画で検討するため現段階では不明です。また、「処理設備の効

率的な改築」を優先的に推進するため、膨大な事業費の確保は難しいと想定されます。

そこで本施策の投資額は、ストックマネジメント計画による改築事業の投資額の範囲

でハード対策を実施するものとして計上します。 

 

●処理設備の効率的な改築 

ストックマネジメント計画に従って、毎年改築事業を推進する予定です。本事業で

は、ストックマネジメント計画を基に令和12年度までの具体的な改築事業予定を作成

しています。本経営戦略においては、その予定額をベースに改築事業における投資額

を見込みます。 

 

●処理施設の耐震化 

ストックマネジメント計画による改築事業に合わせて施設の耐震補強を実施する

ため、「処理設備の効率的な改築」の事業費の中に見込みます。 

 

●健全な事業運営 

本経営戦略は計画期間を10年間としているので計画の延伸が必要です。計画検討委

託のタイミングは計画9年目とします。 

 

●下水処理の広域化・共同化 

ストックマネジメント計画にて予定している、中央監視設備や汚泥処理設備の改築

によって広域化と共同化を推進します。よって、本施策の投資額は「処理設備の効率

的な改築」の事業費の中に見込みます。 



 

37 

 

表 施策スケジュール 
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表 投資計画 

単位：千円 
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5．3 財政収支計画 
投資計画に基づいた財政収支予測を行い、長期的な財政収支を評価します。その結

果を基に財政収支計画を策定します。（1）にて財政集計計画策定における目標を設定

し、（2）～（5）にかけて財政収支予測の条件設定を行い、（6）にて財政収支計画を

策定しています。 

 

（1）投資及び財源の目標 

投資については、「4．3 具体的な施策」で整理した通り、施策「処理設備の効率

的な改築」を中心に投資を行います。このほかの施策では、「浸水対策の推進」「処

理施設の耐震化」「健全な事業運営」「下水処理の広域化・共同化」で投資が必要に

なります。 

財源については主に、使用料と国（都道府県）補助金、起債により投資を支えます。

起債については将来的に人口が減少した場合でも返済可能な借入額に抑えます。 

 

表 投資及び財源の目標 

項  目 目  標 

収支計画のうち投資について 
現在取り組んでいる「処理設備の効率的な改築」を中心に投資す

る。 

収支計画のうち財源について 
使用料と国（都道府県）補助金、起債を中心として、投資に対し

て十分な財源を確保する。 
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（2）財政収支予測条件のうち投資について 

「5．2 投資計画」に記載しましたが、本市下水道事業では今後、改築事業をメイ

ンに推進していきます。建設改良費はこれら改築事業のうち、資産への投資になる費

用と、さらにそれに関わる職員給与の合計です。 

 

建設改良費（令和3～12年度） 

建設工事費      8,174,700千円 

間接費    217,295千円 

合  計     8,391,995千円 

 

 
         ※単位：千円 

図 収支計画のうち投資について（建設改良費） 
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（3）財政収支予測条件のうち財源について 

本市下水道事業は企業会計をしているため、収入（財源）は収益的収入と資本的収

入にわけて考えます。 

収益的収入は料金収入等であり主に営業費用にあてられる一方、資本的収入は企業

債や国（都道府県）補助金等であり、建設改良費等に使用されます。 

 

●収益的収入 

令和元年度決算における料金収入は約11.9億円であり、収益的収入の46％を占めて

います。その他では、長期前受金戻入、他会計補助金、一般会計からの繰入金が大部

分を占めており、料金収入と合わせて全体の97％を占めています。なお、長期前受金

戻入は会計上の収入であり、現金は存在していません。 

 

 
         ※単位：千円 

図 収益的収入（令和元年度決算） 

 

今後の収益的収入は、処理人口の減少に伴い減少の一途をたどる見込みです。 

事業を推進するためには将来的な料金収入を安全側で予測したうえで、適正規模の

投資計画を策定する必要があります。 

収益的収入に関わる勘定科目の予測条件は「（5）財政収支予測条件一覧」に記載し

ます。 
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●資本的収入 

令和元年度決算における資本的収入は、建設改良費にあてる企業債（29％）、他会

計補助金（36％）、国（都道府県）補助金（30％）、工事負担金（5％）があります。 

なお、資本的収入の36％を占める他会計補助金は、繰入基準の変更により一時的に

発生した収入であり、今後は減少していき、令和12年以降には発生しなくなる収入源

です。そのため、資本的収入は企業債と国（都道府県）補助金がメインになります。 

 

 
         ※単位：千円 

図 資本的収入（令和元年度決算） 

 

事業推進においては、事業費負担の世代間格差を生まないために、企業債を発行し

て長期的に返済する必要があります。また、下水道事業は事業量が膨大であるため、

事業費のおおよそ半額を国から補助金としてうけることができます。 

資本的収入に関わる勘定科目の予測条件を「（5）財政収支予測条件一覧」に記載し

ます。 
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（4）財政収支予測条件のうち投資以外の経費について 

投資以外の経費には、収益的支出の全部、資本的支出の一部が該当します。 

 

●収益的支出 

収益的支出には、営業費用（職員給与費、動力費・修繕費等の経費、減価償却費等）

と営業外費用（支払利息等）があります。令和元年度決算において、最も金額が大き

いのは減価償却費約13.1億円で、収益的支出の55％を占めています。次に多いのが経

費で33％であり、この2つで全体の88％を占めています。なお、減価償却費は会計上の

支出であり、現金は存在していません。減価償却費としての支出は、長期的な改築費

用のための貯蓄に相当するものです。 

 

 
         ※単位：千円 

図 収益的支出（令和元年度決算） 

 

●資本的支出 

資本的支出は前述した建設改良費（投資）と、企業債償還金（元金償還）からなり

ます。令和元年度決算において、建設改良費は約7.1億円、企業債償還金は10.9億円で

した。 

 

 
         ※単位：千円 

図 資本的支出（令和元年度決算）  
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（5）財政収支予測条件一覧 

勘定科目の算定条件一覧を以下に記載します。この勘定科目は、総務省より提出が

義務付けられている推計に出てくる科目です。なお、詳細については「7 参考資料」

に記します。 

 

●3条（収益的収支） 
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●4条（資本的収支） 
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（6）財政収支予測結果と考察 

上述した設定条件に基づき財政収支を予測し、その結果を評価します。令和元年度

の実績値をベースとして、令和 3 年度から令和 52 年度までの 50 年間の予測を行いま

す。以下にはこの予測のうち、本計画期間である令和 12 年度までの予測結果を記載

します。 

 

●収益的収入 

短期的に変動の小さい料金収入と長期前受金戻入、一般会計からの繰入金が大部分

を占めるため、本計画期間内においては大きな変動はありません。なお、料金収入に

ついては、人口減少を最も厳しく予測している国立社会保障・人口問題研究所の人口

予測を使用して算出しており、人口が減少しても持続可能な経営計画としています。 

人口が年々減少するため料金収入は減少します。一方で令和 3 年度以降は一般会計

からの繰入金が増加しますが、これは、令和 2 年度まで資本的収入として繰り入れて

いたものを収益的収入で繰り入れるように変更したためです。そのため、本事業全体

の収入としては大きな変動はありません。 

 

 
         ※単位：千円 

図 収益的収入の見通し 
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●収益的支出 

短期的に変動の小さい減価償却費と経費が収益的支出の大部分を占めるため、本計

画期間内においては大きな変動はありません。 

投資計画に基づき毎年改築事業を行うため、資産の増加に伴い減価償却費が年々増

加していきます。令和 5 年以降の総額が上昇傾向にあるのはこのためです。なお、経

費のとしては労務単価の上昇がある一方で、流入水量の減少により処理にかかる動力

費や材料費が減少しますので、大きな変化はありません。 

 

 
         ※単位：千円 

図 収益的支出の見通し  
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●経常収支比率 

評価基準：100％以上が望ましい 

経常収支比率とは、経常収益（収益的収入）で経常費用（収益的支出）をどれだけ

賄うことができるかを示す指標です。本事業においては、長期においても経常収支比

率が 100％を上回るよう運営することを目標としています。 

予測結果として、長期的にも 100％以上となることが確認できました。令和 2 年度

から令和 3 年度にかけて急上昇しますが、これは上述した通り、資本的収入の一部を

収益的収入に移行したためです。また、その後は経常収支比率が低下しますが、これ

は、支出の増加に対して、使用料収入と繰入金が減少することが原因です。特に繰入

金については、令和 3 年度から令和 6 年度まで一般会計からの基準内繰入額が減少す

るため、経常収支比率が急激に低下します。令和 7 年度から令和 11 年度においても

大きな低下が予測されますが、これは、既存の資産の減価償却費が大きくなるためで

す。令和 12 年度以降は減価償却が完了する既存の資産が増えるため、収入と同程度、

減価償却費が減少して、経常収支比率の変化が落ち着きます。 

なお、令和 52 年度までの長期間においては、減価償却が完了する既存の資産がさ

らに増えるため、減価償却費の減少が収入の減少を上回り、経常収支比率が 100％を

上回るように推移します。つまり、長期的には現在と同規模の投資をしても、健全な

事業運営を継続させることができると判断できます。 

 

 
       ※単位  左軸：千円 右軸：％ 

図 収益的収支（経常収支）の見通し 

 
           ※単位：％ 

図 収益的収支（経常収支）の長期的な見通し  
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●資本的収入 

資本的収入の大部分は企業債と国（都道府県）補助金であり、いずれも建設改良費

を賄う収入であるため、年度間で額のばらつきがあります。なお、他会計補助金は臨

時財政特例債と特別措置によるものであり、年々減少して令和 12 年度には 0 円にな

ります。 

 

 
         ※単位：千円 

図 資本的収入の見通し 

 

●資本的支出 

投資計画に基づく建設改良費の割合が大きいため、年度ごとの額のばらつきは大き

くなっています。なお企業債償還金については、既存の企業債一部の償還が終了を迎

えるため本計画期間内においては減少傾向になってます。 

 

 
         ※単位：千円 

図 資本的支出の見通し 
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●他会計及び一般会計からの繰入金 

評価基準：基準外繰入金 0 円が望ましい 

本事業は法適用企業会計を採用しており、当会計方式では、独立採算性を有するこ

とが望ましいと言われています。ただし本事業では、本計画期間内において、最低で

も 6 億円/年程度の繰入を行う予定です。ですが、この繰入金のうち、雨水処理負担

金等の公費で対応するべき費用に対する基準内繰入が大半（約 70％）あるため、本事

業の独立採算性を完全否定するものではありません。また、後述しますが、本事業で

は、現金及び預金は不足しておらず、今後は増加する見込みです。そのため、基準外

繰入は必要になりますが、事業の経営基盤は堅固といえます。 

本事業が基準外繰入を行う理由は、将来の投資に対する貯蓄をするための独立的な

収入が十分ではないためです。会計上は、半永久的な事業運営をするために、既存の

投資と同額の貯蓄をすることを必要とされています。しかし今後は、人口が減少し、

設備や施設が小規模化していくため、将来的な投資額は既存の投資よりも縮減できる

可能性が高いです。そのため、将来の投資のための貯蓄として、既存の投資と同規模

の貯蓄をすることは過大になる可能性があります。具体的にどのくらい貯蓄が必要か

というのは詳細な予測が難しいため、現段階では会計上の考え方に基づき、不足分を

基準外繰入していますが、これは半永久的な事業運営のための保険のようなものです。

将来的な投資額の縮減を考慮すればこの基準外繰入を大幅に縮減できることから、本

事業の独立採算性は高いといえます。今後は、本計画期間内において汚泥処理や監視

の共同化を予定しており、支出を縮減できる見込みです。次期経営戦略策定において

は、この支出の縮減を踏まえて、基準外の繰入金の必要性を検討します。 

繰入額の推移としては、繰入金は収益的収支分、資本的収支分ともに年々減少して

いきます。これはメインとなる繰入基準額が処理水量とおおよそ比例するためです。 

収益的収支分について、利息の償還のための繰り入れが繰入金の大部分を占めます

が、利息の償還が進んだことでその資金が不要となるため、繰入額が減少傾向にあり

ます。また、資本的収支分についても同様に、臨時措置と特別措置分の起債の償還が

進むため、償還の資金として繰り入れていた分が不要になり、繰入額が減少します。

償還のための繰入金なので、本事業としての収支は 0 円であり、繰入金が減少する本

計画期間内においても本事業はこれまで通りの健経営状況を維持することができま

す。 

 
         ※単位：千円 

図 繰入金の見通し  
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●当該年度の不足額と純利益   現金及び預金と企業債残高 

評価基準（当該年度の不足額と純利益）：純利益で不足額を補うことが望ましい 

評価基準（現金及び預金と企業債残高）：現金及び預金の増加が企業債残高の増

加を上回ることが望ましい 

資本的収支の不足額は、企業債償還金の減少に伴い減少傾向にあるものの、当該年

度純利益で賄うことが難しい状況です。ただし当該年度純利益は、現金が存在しない

会計上の支出（減価償却費）と収入（長期前受金戻入）を含んでおり、現金のみの収

支を計算した現金及び預金は毎年度プラスです。 

現金が存在しない減価償却費と長期前受金戻入は将来的な投資の貯蓄に関わるも

のであるため、原則は当該年度純利益でこれらの不足額を補うことが望ましいです。

ただし、前ページにて記載したとおり、将来の投資のための貯蓄は、既存の下水道施

設と同規模のものを設置する場合にかかる費用を想定しており、将来的には人口減少

による施設のダウンサイジングや科学技術の向上により費用を縮減できる可能性が

あります。国土交通省が公表している資料にも、全国的に、下水道事業の建設改良費

（改築費用）が年々減少しているというデータが記載されています5。また、本事業は

現金及び預金も十分あり、企業債残高も減少傾向にあることから経営は長期に安定的

であるといえます。 

投資計画に基づく財政収支予測の結果、本事業の現金及び預金は増加することが予

測されます。ただし、上述した通りこれらは将来の投資のための貯蓄であるため、緊

急性がない限り使用することは望ましくありません。将来的に大規模な投資を行う場

合は多額の企業債を発行することなり、それ以降毎年度の企業債償還金が膨大になり

ます。本市下水道施設は建設から 50 年（鉄筋コンクリート構造物の標準耐用年数）

を迎えるものも多く、今後は大規模な施設の改築が必要になってきます。このため、

本計画期間内においては、現金及び預金の増加分は事業量の拡大ではなく、将来の改

築のための貯蓄に充てる方針とします。 

 

 
         ※単位：千円 

図 資本的収支の不足額と当該年度純利益の見通し  

                         
5 国土交通省 HP, https://www.mlit.go.jp/common/001022695.pdf 
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         ※単位：千円 

図 現金及び預金と企業債残高の見通し  
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6 総括 
現状の課題をもとに今後10年間で必要な施策を整理し、本市総合計画や本事業の各

種計画を参照して、本計画期間（令和3年度～令和12年度）における重要な8つの施策

を設定しました。さらに、限度ある事業費の中でそれら施策を効率的に推進するため

に、8つの中で優先順位を設定し、それに基づき投資計画を策定しました。この投資計

画を支出とし、人口減少等の社会情勢を考慮した将来の収入を算定して、今後50年間

（令和3年度～令和52年度）における本事業の財政収支予測を行いました。 

結果として、現時点では料金改定せずとも、投資計画に沿った施策6を行うことで、

長期的に健全な事業運営が継続できることが明確になりました。 

今後は、本計画で設定した各種施策の目標達成に向けて事業を推進するとともに、

定期的に計画の評価を行うことで、さらなる事業運営の効率化を目指します。 

 

  

                         
6
 投資計画期間（令和 12 年度）以降は、ストックマネジメント計画で算定した改築事業費の最適

額から 682 百万円/年を投資額として計上しています。 
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7 参考資料 
7．1 財政推計の詳細結果 
 投資計画に基づき財政収支予測を行いました。その結果を以下に記載します。 



 

56 

表 財政シミュレーション結果（収益的収支） 
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表 財政シミュレーション結果（資本的収支及びキャッシュフロー計算書） 
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7．2 各勘定科目の財政収支予測における詳細算定条件 
表 財政シミュレーションの条件（1／4） 

 
 

  



 

59 

表 財政シミュレーションの条件（2／4） 
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表 財政シミュレーションの条件（3／4） 
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表 財政シミュレーションの条件（4／4） 

 


